





































z ( )zB ，有害物質の排出量を ，有害物質排出に伴うリスクを
，有害物質の削減費用を
v( )vD ( )v,zA ，企業の利潤をπ とすると ( ) ( )v,zAzBpz −−=π      ……(2.1) 
また，有害物質の排出にともなう費用を とすると ( v,zC )( ) ( ) ( )vDv,zAv,zC +=      ……(2.2) 
ただし， 














































( )z*v ( )z*v 以下であれば，企業は過
失なしと認定され，損害額は，被害者が負担することとなる。 
その結果，企業は，損害を負担したくないため，損害を負担しなくてもよいと考えられる有
害物質の排出量のうち，最大の値である ( )z*v を選択することとなる。つぎに企業は，最適注
意水準を採用したうえで，利潤を最大化しようとする。つまり， ( )z*v を(2.1)式の に代入し，
企業の利潤を の関数として表し，利潤を最大化する生産量
v
z *z を決定する。 
なお， は，次の式より求められる。 ( )z*v






C      ……(2.3) 
したがって，過失責任主義の損害賠償法により誘導される企業の生産量と有害物質の排出量
は，(2.3)式と ( *v*,z )






π      ……(2.4) 
により求められる。 
ところで，今，企業がリスクを負担する場合の期待利潤を πE とすると ( ) ( ) ( )vDv,zAzBpzE −−−=π     ……(2.5) 
となるので，期待利潤を最大化する財の生産量と有害物質の排出量は， 






Eπ     ……(2.6) 






































































































                                                  
4 Faure[2003],p.42 にも同趣旨のコメントがあるので，参照されたい。 
5 岡本[1998]p.137 を参照されたい。 
6 吉村[2002]p.288 を参照されたい。 


































                                                  
8 これらの環境政策の経済分析については，植田・岡・新澤[1997]を参照されたい。 
9 損害賠償法の特徴として汚染者負担の原則の実現を強調するものとして，吉村[2002]，pp.334-340 やEuropean 
Commission[2000],p.14 がある。 
10 牛山[1991]，pp.56-60 を参照されたい。 
11 ハンド･ルールについては，Miceli[1997],pp.15-38 を参照されたい。 
12 過失の認定に費用便益分析(cost-benefit analysis)の考え方を導入していることから，CBA過失論とよぶこととする。 



































                                                  
15 裁判官が最適注意水準を認定できない点については，Posner[2003],pp.167-177 を参照されたい。 
16 詳細については，Shavell[1987],pp.199-202 を参照されたい。 
17 詳細については，酒井[1982]，pp.109-113 を参照されたい。 
18 新潟水俣病判決(新潟地判昭和 46・9・29 判時 642・96)，熊本水俣病判決(熊本地判昭和 48・3・20 判時 696・15)
など。また責任論の動向については，牛山[1991]，pp.55-68 を参照されたい。 
19 新受忍限度論については，吉村[2002]，pp.195-198 を参照されたい。 


































                                                  
22 通称スーパーファンド法。正式名は，Comprehensive Environmental Response Compensation and Liability Act of 
1980 である。 
23 Umwelthaftungsgezetz 
24 詳細については，European Commission[2000]を参照されたい。 
25 詳細は，Cecil[1993]を参照されたい。 
26 詳細は，Freeman[1997],pp.26-28 を参照されたい。 
27 asbestos（石綿）。 
28 詳細は，Freeman[1997],p.28 を参照されたい。 











待利潤は， ( ) ( ) (vDv,zAzBpzE )−−−=π であった，ここで損害の発生する確率を ，その
ときの損害額を ，企業の初期資産を ，事故が発生したときの資産を ，事故がないと
きの資産を とすると 
( )vf( )vl 0w lw
nw ( ) ( ) (vlv,zAzBpzwwl )−−−+= 0      ……(4.1) ( ) ( )v,zAzBpzwwn −−+= 0      ……(4.2) ( ) ( ) ( )vl vfvD =        ……(4.3) 
0≥lw のとき，企業の期待資産 は， 1Ew( ) ( ){ } nl wvfwvfEw −+= 11 ( ) ( ) ( ) ( )vl vfv,zAzBpzw −−−+= 0   ……(4.4) 




0 になると考えて行動することとなる。このときの期待資産 は， 
0<lw




0≥lw 1πE ， のときの期
待利潤を
0<lw
2πE とすると ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ){ }vlv,zAzBpzwvf −−−+−= 0 ( ) lwvf−=  010212 wEwwEwEE −−−=− ππ
……(4.6) 
したがって，(4.6)式より 
120 ππ EEwl >⇒<       ……(4.7) 
となる。環境問題のように損害額が大きい場合は， を最大化する最適値 において，1Ew ( )( ) ( ) *v*,z( ) < 0−−− *vl*v*,zA*zB*pz w
0<w
0<w



















































問題となってくる。企業の効用関数を とすると，企業の期待効用 は，4.3 で用いたモ
デルを使うと 
( )•U EU
( ) ( ) ( ){ } ( )nl wU vfwU vfEU −+= 1  ただし， ( ) 0>•′U ， ( ) 0<•′′U  ( ) ( ) ( ) ( ){ }vlv,zAzBpzwU vfEU −−−+= 0 ( ){ } ( ) ( ){ }v,zAzBpzwU vf −−+−+ 01 ……(4.9) 





34 詳細については，Ringleb and Wiggins[1990]を参照されたい。 
35 飯島・舩橋[2006]，p.280 を参照されたい。 
36 日本において融資をしている者の責任が問われたケースとしては，ODAによって建設されたダムにより損害を受け
たインドネシアの住民が日本政府および国際協力銀行に損害賠償を求め，2002 年 9 月 5 日に提訴されたコタパンジャ
ン・ダム訴訟が有名である。 











































                                                  
38 時効と除斥期間の内容と裁判例における適用状況については，松久[1997]を参照されたい。 
39 電磁波による損害に関する訴訟の現状については，永野[2000]を参照されたい。 

































                                                  
41 詳細については，前掲永野の論文を参照されたい。 
42 リスクに対する損害賠償の効果を経済学的に分析したものにMiceli and Segerson[2006]がある。 
43 White Paperも同様の指摘をしている。詳細については，European Commission[2000],p.16 を参照されたい。 
44 信玄旗掛松事件(大判大正 8・3・3 民録 25・365) 
45 尼崎大気汚染訴訟，川崎大気汚染訴訟など。詳細は，山内[2001]，篠原[2001]を参照されたい。 
46 詳細については，津留崎[2001]を参照されたい。 


































                                                  
50 足尾に緑を育てる会「2005」p.32 を参照されたい。 
51 詳細については，足尾に緑を育てる会[2005]，pp.10-17 を参照されたい。 
52 大塚[2002]，p.80 を参照されたい。 
53 使用価値(use value)，非使用価値(non use value)，存在価値(existing value)，遺贈価値(bequest value)，オプショ
ン価値(option value)の詳細については，Kopp and Smith[1993]を参照されたい。また，簡単な解説が鷲田[1999]，
pp.83-87 にあるので，併せて参照されたい。 
54 回復途上にある自然の価値の減少をinterim lossという。詳細については，Brans[2001],pp.131-141 を参照されたい。
米国では，このinterim lossが損害賠償の対象となっている。 
55 Oil Pollution Act 
56 環境自体の損害に対する賠償責任の概括としては，大塚[2002]を参照されたい。 






































                                                  
(次頁に続く) 
58 詳細については，European Commission[2000],pp.16-24 を参照されたい。 
59 吉村[2002]，pp.346-348 も，環境自体に対する損害賠償制度の導入の検討が極めて重要であると指摘している。 






































                                                                                                                                          
注意水準や生産量が最適化されないことを示したものと解釈できる。 
61 米国における二酸化硫黄の排出権取引に伴い発生したホットスポットについては，Dowie[1995], pp.109-117 を参照
されたい。 
62 被告は，ゼネラル・モーターズ，フォード，クライスラー，トヨタ，ホンダ，日産の 6 社である。請求金額は，数億



































                                                  



















































対象となる損害額 QR は，無限責任である。直接担保保険の支払限度額は，OQ である。ただ
し，約定担保部分の対象となる損害については，OP に相当するサブリミットが設定される。






                                                  
68 詳細については，礒野[2002]を参照されたい。 



































                                                  
70 詳細については，中西[2001]，pp.192-195 を参照されたい。 
71 地方自治法 14 条 3 項による。 
72 地方税法 731 条による。 
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